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	処分の概要
	一般廃棄物処理基準不適合による認定業者に対する支障の除去等の措置命令

	法令名
根拠条項
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第19条の4の2第1項

	法令番号
	昭和45年法律第137号

	【基準】
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の4の2第1項の規定による。
(措置命令)
第19条の4の2　前条第1項(※1)に規定する場合(第9条の9第1項(※2)の認定に係る一般廃棄物の当該認定に係る収集、運搬又は処分が行われた場合に限る。)において、生活環境の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがあり、かつ、次の各号のいずれにも該当すると認められるときは、市町村長は、当該認定を受けた者(処分者等を除く。以下「認定業者」という。)に対し、期限を定めて、支障の除去等の措置を講ずべきことを命ずることができる。この場合において、当該支障の除去等の措置は、当該一般廃棄物の性状、数量、収集、運搬又は処分の方法その他の事情からみて相当な範囲内のものでなければならない。
(1)　処分者等の資力その他の事情からみて、処分者等のみによつては、支障の除去等の措置を講ずることが困難であり、又は講じても十分でないとき。
(2)　認定業者が当該認定に係る一般廃棄物の処理に関し適正な対価を負担していないとき、当該収集、運搬又は処分が行われることを知り、又は知ることができたときその他第9条の9第9項(※3)の規定の趣旨に照らし認定業者に支障の除去等の措置を採らせることが適当であるとき。

※1:廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第19条の4第1項
(措置命令)
第19条の4　一般廃棄物処理基準(特別管理一般廃棄物にあつては、特別管理一般廃棄物処理基準)に適合しない一般廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた場合において、生活環境の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められるときは、市町村長(前条第3号に掲げる場合にあつては、環境大臣。第19条の7において同じ。)は、必要な限度において、当該収集、運搬又は処分を行つた者(第6条の2第1項の規定により当該収集、運搬又は処分を行つた市町村を除くものとし、同条第6項若しくは第7項又は第7条第14項又は第14条の4第10項の規定に違反する委託により当該収集、運搬又は処分が行われたときは、当該委託をした者を含む。次条第1項及び第19条の7において「処分者等」という。)に対し、期限を定めて、その支障の除去又は発生の防止のために必要な措置(以下「支障の除去等の措置」という。)を講ずべきことを命ずることができる。

※2:廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第9条の9第1項
(一般廃棄物の広域的処理に係る特例)
第9条の9　環境省令で定める一般廃棄物の広域的な処理を行い、又は行おうとする者(当該処理を他人に委託して行い、又は行おうとする者を含む。)は、環境省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合していることについて、環境大臣の認定を受けることができる。
(1)  当該処理の内容が、一般廃棄物の減量その他その適正な処理の確保に資するものとして環境省令で定める基準に適合すること。
(2)  当該処理を行い、又は行おうとする者(その委託を受けて当該処理を行い、又は行おうとする者を含む。次項第2号において同じ。)が環境省令で定める基準に適合すること。
(3)  前号に規定する者が環境省令で定める基準に適合する施設を有すること。

※3:廃棄物の処理及び清掃に関する法律　第9条の9第9項
(一般廃棄物の広域的処理に係る特例)
第9条の9
9　第1項の認定を受けた者は、当該認定に係る処理を他人に委託する場合には、当該認定に係る処理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければならない。
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